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iii, The University of Tokyo 

⽇日本の公共交通の課題 
世界⼀一発達し、世界⼀一複雑�
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iii, The University of Tokyo 

東京の鉄道 
1,052km、760駅 

14,500⾞車車両�
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iii, The University of Tokyo 

東京のバス 
2,545系統（バス路路線数） 
約7,023km（営業距離離）   
約9,000台（路路線バス） 
約4,000台（貸切切バス）�
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iii, The University of Tokyo 

東京のタクシー 
52,000台�
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iii, The University of Tokyo 

公共交通インフラ運営の特質 
⺠民営化、多数の⺠民間事業者�
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iii, The University of Tokyo 

東京の公共交通の運営 
鉄道14社局  乗合バス38社局 
タクシー1,100社（個⼈人除） 
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iii, The University of Tokyo 

東京の交通網の全貌を 
把握することは困難 

特に旅⾏行行者�
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世界⼀一正確な運⾏行行を誇るが、障害も多い�

9

国土交通省：「鉄軌道輸送の安全にかかわる情報
（平成２４年度）」より



輸送障害（列列⾞車車の運休、旅客列列⾞車車の30分以上の遅延等）�

■ 輸送障害（平成24年年度度）  5,883件 
▶ 鉄道係員、車両又は鉄道施設に起因する輸送障害(部内原因)=1,638件(27.8%) 

▶ 風水害、雪害や地震などの自然災害による輸送障害(自然災害)=2,014件(34.2%) 

▶ 線路内立入り等による輸送障害(部外原因)=2,231件(37.9%) 
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iii, The University of Tokyo 

公共交通オープンデータ協議会�
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公共交通オープンデータ協議会に関連する活動の経緯�

■ 2013年年 2⽉月  – 3⽉月 
▶ 第一回 アプリケーションコンテンスト 

■ 2013年年 3⽉月 
▶ ドコシルを使った最初の鉄道在線データ提供 

■ 2013年年 8⽉月 
▶ 公共交通オープンデータ研究会発足 

■ 2014年年 1⽉月 – 2⽉月 
▶ 第二回 アプリケーションコンテスト（オープンデータ推進協議会と実施） 

■ 2014年年 9⽉月 – 11⽉月 
▶ 東京メトロオープンデータコンテスト 

■ 2015年年 9⽉月 
▶ 公共交通オープンデータ協議会発足 
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メンバー�

■  会⻑⾧長 
▶ 坂村　健（東京大学教授、YRPユビキタス・ネットワーキング研究所所長） 

■  理理事社 
▶ 東京地下鉄㈱  （理事：村尾公一 常務取締役） 
▶ 日本電気㈱  （理事：橋本裕 交通・物流ソリューション事業部長） 
▶ 東日本旅客鉄道㈱ （理事：大内敦 総合企画本部システム企画部長） 
▶ 富士通㈱  （理事：廣野充俊　執行役員常務） 

■  先端ICTパートナー 
▶ 日本マイクロソフト㈱ 

■  オブザーバ 
▶ 総務省　情報流通政策局　情報流通振興課 
▶ 総務省　情報流通政策局　地域通信振興課 
▶ 国土交通省　総合政策局　情報政策課 
▶ 国土交通省　総合政策局　公共交通政策部 
▶ 国土交通省　総務課政策企画官（総合交通体系担当）（併）政策統括官付 
▶ 国土交通省　鉄道局　鉄道サービス政策室 
▶ 国土交通省　鉄道局　都市鉄道政策課 
▶ 国土交通省　航空局　航空ネットワーク部　航空ネットワーク企画課 
▶ 東京都　都市整備局 
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会員（2015年年11⽉月現在）�

■  ウイングアーク1st㈱�
■  ㈱ヴァル研究所�
■  ⼩小⽥田急電鉄㈱ 
■  関東バス㈱ 
■  グーグル㈱�
■  京王電鉄㈱�
■  京成電鉄㈱�
■  京浜急⾏行行電鉄㈱�
■  ジョルダン㈱�
■  ⻄西武鉄道㈱ 
■  ⻄西武バス㈱ 
■  全⽇日本空輸㈱�
■  ソニー㈱�
■  ⼤大⽇日本印刷㈱�
■  東京急⾏行行電鉄㈱ 
■  東京国際空港ターミナル㈱�
■  東京⼤大学⼤大学院情報学環ユビキタス情報  社会基

盤研究センター�

■  東京都交通局�
■  東京メトロポリタンテレビジョン㈱�
■  東京臨臨海⾼高速鉄道㈱�
■  東武鉄道㈱ 
■  東武バス㈱�
■  成⽥田国際空港㈱�
■  ⽇日本空港ビルデング㈱�
■  ⽇日本航空㈱�
■  ⽇日本電信電話㈱�
■  ㈱パスコ 
■  パナソニックシステムネットワークス㈱�
■  ㈱⽇日⽴立立製作所 
■  防衛⼤大学校 
■  ㈱ゆりかもめ�
■  YRP ユビキタス・ネットワーキング研究所�
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iii, The University of Tokyo 

主な活動内容�
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オープンデータ開発者サイト�
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開発者サイトの提供情報�

API仕様 サンプルコード 

フォーラム（開発者間の情報交換） データカタログ 



乗客への情報提供サービス（ドコシル、ココシル）�

■ リアルタイム運⾏行行情報サービ
ス「ドコシル」 
▶  鉄道やバスなどのリアルタイムな
運行情報及び、時刻表の情報提供 

▶ リアルタイムな列車、バス在線情
報や運行情報、時刻表情報の提供 

■ スマートターミナルサービス「
ココシルターミナル」�
▶ 駅、空港などの公共交通施設の情
報提供 

▶ 施設混雑状況といったリアルタイ
ム施設情報の提供 

▶ 位置情報を取得することによる、
構内案内の実施 

▶ 構内案内ではBluetooth LE を用い
たココシルマーカーを駅、空港施
設に設置し情報提供を行うための
実験を実施 
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公共交通情報の多⾔言語提供�

■ 機械翻訳を活⽤用した多⾔言語情
報提供⼿手法 

■ 公共交通情報を提供するため
に必要となる辞書やコーパス
の情報を整理理�

■ 駅名等の固有名詞は、かな、
ローマ字表記などを整備�
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輸送障害時の情報提供⼿手法�

■ 替輸送⼿手段の案内⽅方法�
▶ 鉄道路線で障害が発生した場合に、鉄道だけでなくバスやタクシーなどへ
の乗り換えを促す 

▶ 航空機で欠航が出た場合の代替手段の案内方法 

▶ バスロケーション情報、電車のリアルタイム情報などを組合わせて乗り換
えを促す 

■ 事業者間の情報交換�
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iii, The University of Tokyo 

東京メトロオープンデータ
コンテスト�
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Tokyo Metro Co. Ltd., Open Data Contest Now�
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コンテストで提供するオープンデータ�

■ 東京メトロ全線の列列⾞車車位置、遅延時間等に係るデータを提供 
※データは１分ごとに配信 
▶ 方向（どこ方面行きか）　　 
▶ 列車番号 
▶ 列車種別（普通、特急、急行、快速、臨時）　※非営業列車（試運転、
回送）は公開しない　 

▶ 始発駅・行先駅　　 
▶ 所属会社（どの鉄道事業者の車両か） 
▶ 在線位置（ホーム、駅間の２区分）　　  
▶ 遅延時間（５分以上の遅延を「遅延」として表示）　 

■ 上記データに加え列列⾞車車・施設に関する多様なデータを提供列列⾞車車情報 
² 駅時刻表、運賃表、駅間所要時間、各駅の乗降人員数、女性専用車両 

▶ 施設情報 
² バリアフリー情報、駅出入口情報、車両ごとの最寄り施設・出入口案内 
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アプリコンテスト応募作数＝281�
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グランプリ�

■ グランプリは時刻表アプリ 
▶ 紙から離れてインタラクティブ
なタッチ画面になった新時代の
時刻表・路線図を、ゼロからリ
デザインしようというコンセプ
トを評価 
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iii, The University of Tokyo 

東京メトロアプリコンテストの事例例だけで 
ROI = 約10億円 
（初期開発の効果のみで）�
約300万円のアプリが約300個 

更更に他社・他者のデータの価値は、更更に⼤大きい 
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iii, The University of Tokyo 

今後の活動�
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平成27年年度度  活動⽬目標�
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iii, The University of Tokyo 

課題�
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課題�

■ 東京以外の地域への拡⼤大 

■ ⺠民間企業をいかにまきこむか？ 
▶ 民営化された公的サービス 

▶ 民間企業のデータをなぜ出さねばならぬ？ 

■ 法的責任だけでなく、お客様サービスとしてのサービス品質 
▶ データが間違ってたらどうする？ 

▶ データの「ベストエフォート」の普及、国民的コンセンサス 

■ マルチステイクホールダの中で責任分界点 
▶ 交通事業者、オープンデータ事業者、情報提供事業者 
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iii, The University of Tokyo 

以上�


